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千葉県水道局では、現行の「千葉県水道局中期経営計画２０１１」（平成２３年度～

２７年度）の期間終了に伴い、平成２８年度から５か年を計画期間とする「（仮称）  

千葉県営水道事業中期経営計画」の策定を進めています。 

本編は計画の素案であり、今後、広く県民の皆様からお寄せいただく御意見等を  

反映させながら取組や事業等について精査を行い、内容をとりまとめて平成２８年 

３月に策定する予定です。 
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第１章 計画の趣旨及び性格  

  

この計画は、前計画「千葉県水道局中期経営計画２０１１」（計画期間：平成２３

年度～２７年度）の実施により得られた成果を引き継ぎ、さらに発展させていくこと

を目的とした、平成２８年度から平成３２年度までの千葉県営水道（以下、「県営  

水道」という。）の水道事業経営に関する基本計画であり、水道事業を運営する上で

の指針ともなるものです。 
併せて、本計画は、平成２５年３月に厚生労働省が策定した「新水道ビジョン」に

基づいて、各水道事業体が地域水道の理想像を具現化するために策定する「水道事業

ビジョン」であるとともに、総務省が策定を求めている、地方公営企業の中長期的な

経営の基本計画である「経営戦略」としての性格も有しています。 
なお、県営水道では、施設整備に係る長期的な方針を策定し、水道施設の重要度、

老朽度及び耐震性等を考慮しながら、水道施設の更新・整備を計画的に実施していく

こととしています。本計画では、この方針に基づく更新・整備について５年間分の  

具体的な取組を盛り込んでいます。 
 

 
 

（仮）千葉県営水道事業中期経営計画とその他の計画等との関係 

千葉県水道局中期経営計画2011
(平成２３年度～２７年度）

新水道ビジョン
（厚生労働省）

公営企業の経営に当たっての
留意事項 （総務省）

千葉県営水道事業中期経営計画
(平成２８年度～３２年度）

水道事業ビジョン 経営戦略

施設整備に係る長期的な方針【策定中】
(計画期間は概ね30年間）継承

反映

反映反映
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第２章 経営基本構想  

第１節 県営水道の今日の姿 

１ 県営水道の沿革 

  昭和初期における東京湾沿岸地域は、河川水や地下水に依存していましたが、 

いずれも水質が悪く、伝染病が続発していました。このような状況を改善するため、

広域的観点から、昭和９年に県営水道事業が創設され、２年後の昭和１１年に、  

当時の千葉水源工場（現在の千葉分場）から千葉市内への給水を開始しました。 

その後、高度経済成長期における京葉臨海工業地帯の急速な開発と都市化の進展

による人口の急増、さらに成田ニュータウン及び千葉ニュータウンの建設並びに 

新東京国際空港（現「成田国際空港」）の開港等、県勢の発展を受けて、数度の   

事業拡張を行い、現在では給水人口で全国第３位の大規模事業体に成長しています。 

 

給水人口の順位（平成２７年３月末現在） 

 事業体名 給水人口（万人） 

１ 東京都水道局 １，３０４ (※) 

２ 横浜市水道局 ３７１ 

３ 千葉県水道局 ２９７ 

４ 神奈川県企業庁 ２８０ 

５ 大阪市水道局 ２６９ (※) 

  ※東京都及び大阪市は平成２６年１０月１日現在 

 

２ 県営水道の役割 

県営水道は、現在、４つの取水場、５つの浄水場と１４の給水場・分場等の施設

と約９，０００キロメートルに及ぶ管路を保有し、県人口の半分にあたる約３００

万人のお客様に毎日の暮らしを支える生活用水をお届けしています。 

また、国際拠点空港である成田国際空港、幕張メッセを中核とする幕張新都心、

東京ディズニーリゾート等の日本を代表する大型集客施設、さらに東京湾岸地域の

工業地帯をはじめとする企業等への給水を通じて千葉県の経済・生産活動の発展を

支える役割を担っています。 

 

３ 安全でおいしい水づくりに向けた取組 

千葉県は利根川下流域に位置しており、県営水道の水源の水質は良好とはいえな

い状況にあります。  

この条件のもとで安全な水をつくるため、昭和５５年に全国の水道事業体に先駆

けてオゾン処理と活性炭処理を併用した高度浄水処理システムを柏井浄水場東側
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施設に導入し、福増浄水場やちば野菊の里浄水場にも、整備を進めてきたところ 

です。 

また、お客様に安心しておいしく飲んでいただくため、平成１９年３月に   

「おいしい水づくり計画」を策定し、おいしさに関する水質目標を設定し、目標  

達成のための取組を推進するなど、これまで培ってきた全国屈指の技術をもとに、

安全性とおいしさをはじめとするお客様のニーズに応えられる水道を目指して、

日々努力を重ねています。 
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≪県営水道事業の概要≫ 

［沿革] 

   昭和 ９年 ３月  上水道布設許可（京葉地区創設事業） 

昭和１１年 ６月  千葉水源工場（現千葉分場）給水開始 

昭和１５年 ５月  江戸川水源工場（のちの古ヶ崎浄水場）給水開始 

            （平成１９年９月廃止） 

昭和３１年 ４月  第１次拡張事業 着手 

昭和３３年 ６月  栗山浄水場給水開始 

昭和３７年 ４月  第２次拡張事業 着手 

昭和４０年 ４月  第３次拡張事業 着手 

昭和４３年 ７月  柏井浄水場一部給水開始 

昭和４５年 ４月  北総地区事業 着手 

昭和４６年 ４月  第４次拡張事業 開始 

昭和５０年 ６月  北総浄水場給水開始 

昭和５５年 ４月  柏井浄水場東側施設給水開始（高度浄水処理） 

昭和５７年 ３月  第４次拡張事業と北総地区事業を統合 

平成 ５年 ６月  福増浄水場給水開始（高度浄水処理） 

平成１６年 ８月  県水お客様センター開設 

平成１９年１０月  ちば野菊の里浄水場給水開始（高度浄水処理） 

 

［事業規模等］ 

【給水開始時】（昭和１１年） 

○給水区域  １市１２町村 

   千葉市、幕張町及び検見川町（以上現千葉市）、 

   市川町、八幡町、中山町、行徳町及び南行徳村（以上現市川市）、 

浦安町（現浦安市）、船橋町及び葛飾町（以上現船橋市）、 

松戸町（現松戸市）、津田沼町（現習志野市） 

○計画給水人口   ２５万人 

○計画一日最大給水量  ３万７，５００立方メートル  

 

【現在】（平成２６年度末） 

○給水区域  １１市（５６６．３６平方キロメートル） 

   市川市、鎌ケ谷市及び浦安市の全域、 

千葉市、船橋市、松戸市、習志野市、市原市、成田市、印西市 

及び白井市の一部 

○給水人口   ２９６万８，４１７人 

○一日最大給水量  １０３万７，８７７立方メートル 

○一日平均給水量  ８６万７，６４９立方メートル 

○年間給水量   ３億１，６６９万立方メートル 
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種別 施設数 施設名称 

取水場 ４ 矢切、印旛、木下、高滝 

浄水場 ５ 栗山、柏井、北総、福増、ちば野菊の里 

給水場 ９ 船橋、園生、幕張、成田、誉田、北船橋、妙典、松戸、沼南 

分場 ５ 市原、姉崎、千葉、大宮、北習志野 

県営水道の給水区域の沿革と主な施設 

北千葉浄水場
（北千葉広域水道企業団）

栗山浄水場

ちば野菊の里
浄水場

矢切取水場

松戸給水場

沼南給水場

木下取水場

北総浄水場
成田給水場

印旛取水場

柏井浄水場

園生給水場

幕張給水場

船橋給水場
北習志野分場

妙典給水場

誉田給水場

福増浄水場

高滝取水場

大寺浄水場
（君津広域水道企業団）

姉崎分場

市原分場

大宮分場

千葉分場

利根川

江戸川

手賀沼

印旛沼

高滝ダム

成田国際空港

北船橋給水場

養老川
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第２節 県営水道を取り巻く環境等の変化と主要な経営課題 

１ 社会情勢・環境の変化 

○来たるべき人口減少社会 

我が国の人口は今後減少していくことが見込まれており、千葉県においても 

「千葉県人口ビジョン」（平成２７年１０月策定）によれば、２０６０年の    

総人口は、４３３．５万人となり、２０１０年からの５０年間で約１８８万人、    

３０．３パーセント減少すると試算されています。 

県営水道の給水区域内の人口は現在も増えており、しばらくはこの傾向が続く

ものと考えられますが、将来的には減少に転ずると予想されます。 

 

○給水収益の伸び悩み 

給水人口が増加しているものの、一般家庭での節水意識の高まりや節水型機器

の普及等により、１人当たりの水道使用量は、近年減少傾向にあります。加えて、

大口利用者の地下水への転換等もあり、給水収益は伸び悩んでいます。この傾向

は今後も続くと見込まれることから、給水収益の大幅な増加が望めない状況に 

あります。 

 
○東日本大震災の教訓 

平成２３年３月に発生した東日本大震災では、震源から遠く離れた県営水道の

給水区域内においても湾岸埋立地域を中心に液状化が生じ、大規模な管路被害が

発生しました。その際には、千葉県水道管工事協同組合や他の水道事業体、給水

区域内関係市等との連携により、応急活動を実施しました。 
近い将来、大規模地震が発生する可能性が指摘されており、水道施設の耐震化

に加えて、関係団体との連携強化等、危機管理対策の充実が求められています。 
 

○水質事故・渇水 

   平成２４年５月に、河川に混入した化学物質が原因となり、利根川水系の一部

の浄水場において、水道水質基準を上回るホルムアルデヒドが検出されました。

県営水道においても、栗山浄水場で江戸川からの取水を一時停止せざるを得なく

なりましたが、ちば野菊の里浄水場に導入している高度浄水処理の効果や、他の

浄・給水場からのバックアップ送水により、断水を回避することができました。 

   また、平成２４年度と２５年度には、少雨の影響により利根川上流ダムの貯水

量が低下して夏期に２年連続で渇水となり、利根川水系においてそれぞれ１０ 

パーセントの取水制限が実施されました。 

これらの事故や気象状況へのリスク対応として、改めて高度浄水処理や安定 

水源の確保の重要性が認識されました。 
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○千葉県の動き－県内水道の統合・広域化 

  県内水道の統合・広域化については、平成２２年３月に県が「県内水道の統合・

広域化の当面の考え方」を公表しました。 

  この考え方では、基本的に県は広域的な水源の確保と水道用水供給事業を担い、

市町村は末端給水事業を担うという役割分担を示すとともに、県は県内の水道 

用水供給事業体の水平統合を進めることとしています。 
  これを踏まえて、県営水道と九十九里地域・南房総地域の用水供給事業体との

統合をリーディングケースとして、統合の進め方についての検討が重ねられまし

た。そして、平成２７年７月に県が関係する九十九里地域・南房総地域の市町村

等（２７団体）に対して最終意向確認を行ったところ、関係全団体から今後の  

進め方について「賛成」の回答が得られ、具体的な検討を進めることとなりまし

た。 
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２ 主要経営課題 

 

千葉県水道局がお客様の生活と本県の経済活動を支えるライフライン事業者と 

して、安全でおいしい水を２４時間３６５日途切れることなく将来にわたって供給 

していくために、取り組まなければならない課題があります。 

 

（１）水道水の安定的な供給と非常時に備えた危機管理対策 

① 水源の安定化 

   県営水道は、水源を河川や湖沼に求めており、その中には利根川上流の八ッ場 

ダムが完成するまでの措置として、国から暫定的に割り当てられている水源が  

あります。この暫定的な水源は、渇水が起きた場合、安定的な水源よりも取水   

できる量を制限されるなど安定供給に影響があるため、水源の安定化が求められ

ています。 

 

② 水道施設の老朽化 

現在稼働している浄・給水場の多くは、昭和３０年代以降に建設されたもので、

特に昭和４０年代から５０年代にかけて集中的に整備されました。 

また、管路については、総延長約９，０００キロメートルのうち、法定耐用   

年数の４０年を経過する管路が大幅に増えていく見通しです。 

水道施設の多くは、法定耐用年数を超えても十分に使用できますが、今後、  

老朽化は急速に進んでいきます。これらの更新には多額の費用を必要とすること

から、アセットマネジメント手法を活用した事業の平準化を行うとともに、   

中長期的な 視点を見据えた計画的な更新を行う必要があります。 

 

 ③ 非常時に備えた水道施設の耐震化と危機管理対策 

県営水道では、水道施設の耐震化を進めてきたところですが、東日本大震災の 

教訓を踏まえ、近い将来に発生が懸念される大規模地震に備えて引き続き耐震化

を推進するとともに、災害発生時に被害の影響を最小限に抑えるため、より実践

的で速効性のある応急体制を確立し、応急復旧、応急給水対策等の充実を図る  

必要があります。 

また、渇水、水質事故及びテロ等違法行為などに対しても、関係機関との連絡  

体制の確保、マニュアルの必要に応じた見直し及び施設整備等の危機管理対策の 

一層の充実が求められています。 
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（２）安全でおいしい水づくりの推進 

 ① 安全な水づくり 

千葉県は利根川下流域に位置しているため、他の水道事業体と比較して河川の 

水質は決して良好とはいえない状況にあります。さらに印旛沼等の湖沼の水質に 

ついては、水質改善の取組が進められているところですが、周辺地域の都市化の 

進展等の影響から、大幅な改善が見られない状況です。 

これに対し、お客様にいつでも安心して飲んでいただける水道水を供給する 

ため、引き続き水源の水質状況の監視、水質改善に向けた取組及び効果的な浄水

処理が 可能となる高度浄水処理システムの更なる導入等の対策が求められて 

います。 

 

 ② おいしい水づくり 

  お客様の要望にお応えするため、安全でおいしい水づくりに取り組んできた 

結果、水道水のおいしさ等の評価は向上しつつありますが、未だに水道水に漠然

とした不安を持つお客様も見受けられます。 

おいしい水づくりをより一層推進するため、残留塩素濃度を低減化する取組や、

水道水の安全性等の情報がお客様に正しく伝わるための取組等が求められて  

います。 

 

（３）お客様サービスの向上と社会への貢献 

 ① お客様サービスの向上 

   水道事業は、主にお客様から頂く水道料金によって運営されており、お客様  

からの信頼のもとに成り立っています。常にお客様の視点に立ち、ニーズに  

お応えできる水道を目指して広聴活動の一層の充実を図り、頂いた御意見・  

御要望を日々の取組に反映させてサービスの向上につなげていくことが求めら

れています。 

併せて、事業への御理解と御協力を頂けるよう、県営水道の取組や経営状況を 

よりわかりやすくお知らせする必要があります。 

 

 ② 大規模事業体としての社会への貢献 

   水道事業では、水道水をお客様にお届けする過程で、多くの電力を消費する 

ことから、省エネルギー化の推進及び再生可能エネルギーの活用のほか、廃棄物

の再資源化等を通じて環境負荷の低減に向けて取り組むことが求められて  

います。 

   また、県営水道は、全国屈指の規模を有し、県内の中核事業体として、国際  

社会や地域社会から技術面をはじめとして様々な期待が寄せられています。 
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世界トップレベルに到達した我が国の水道技術の維持・発展に貢献する役割を 

果たすとともに、開発途上国への技術支援等の国際貢献も求められています。 

さらに、厚生労働省が策定した「新水道ビジョン」でも、『特に地域の中核と

なる水道事業者においては、その組織力・技術力により、中小規模水道事業者の

連携先として、当該中小規模水道事業者を支援する役割が求められています。』

とされており、県内他事業体との連携等、地域社会に対して一層の貢献を果たす

ことが求められています。 

 

（４）運営基盤の強化 

 ① 計画的な人材の確保と育成、技術の継承 

   県営水道では、ベテラン職員の大量退職の時期を迎えていることから、引き  

続き、計画的な人材の確保と育成を進める必要があります。 

特に今後増加する水道施設の更新需要への対応に必要な技術職員を確保すると

ともに、県営水道が長年培ってきた技術力を効果的に若手職員へと継承するため

の体制づくりに取り組む必要があります。 

 

② 業務能率の向上、コスト削減 

   県営水道の業務は多岐にわたるとともに量も膨大であることから、民間活力の 

導入や情報化を推進することにより、引き続き業務能率の向上やコスト削減を 

実施していくことが求められています。 

 

③ 健全経営の確保 

   今後、給水収益の大幅な増加が望めない状況にある中で、将来、給水区域内の  

人口が減少に転じると給水収益が減少する可能性があります。 

加えて、一部の大口利用のお客様に見受けられる水道水から地下水使用への 

転換については、給水収益の減少の懸念があります。 

千葉県水道局は、現時点では比較的良好な経営状況を維持していますが、水道 

施設の更新及び耐震化には多額の費用が必要となることから、企業債残高や内部

留保資金の状況も十分に踏まえた計画的な事業運営を行うことで健全経営を確保 

していく必要があります。 
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第３節 県営水道のこれからの経営 

 
県営水道では、社会環境の変化や経営課題を踏まえて、目指す方向性として  

「基本理念」を設定するとともに、５年後の目指す姿を事業分野ごとに「基本目標」

としてまとめました。 
 

１ 「基本理念」－ 目指す方向性 

この計画では、成熟型社会にふさわしい持続可能なライフラインを目指して、 

お客様の豊かな暮らしと活力を支えるとともに、より安全でおいしい水づくりを 

推進していくため、計画全体を貫く基本理念を次のとおり設定します。 

 
＜ 基本理念 ＞ 

いつでも、安全でおいしい水を安定して供給し、お客様からの信頼・ 

安心を得られる水道 

 

２ 「基本目標」－目指す姿  

本計画では、県営水道の現状を踏まえ、「基本理念」の実現に向けて、直面して

いる経営課題に対処していくため、期間内に目指す経営上の基本目標を以下の  

とおり設定しました。 
なお、本計画では５年間で取り組んでいく事業をより明確化させるため、人材 

育成や財務改善等の内部管理の取組を分離し、事業の達成を支える存在として 

「運営基盤の強化」のための取組と位置付けました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 「強靭」な水道の構築 

将来発生が懸念される地震等に備え、東日本大震災等の教訓を踏まえた計画的な更新・

耐震化と危機管理体制の強化を進める 

２ 「安全」な水の供給 

水源水質に対応した的確な浄水処理により、安全でおいしい水をお届けする 

３ お客様からの「信頼」の確保 

お客様の理解のもと 地球環境にも配慮した事業を運営していく 

○運営基盤の強化(人材・業務能率・経営) 

  ３つの基本目標の達成を支えていく 



12 
  

第３章 実施計画（５か年の主要施策と主な取組）  

 

 この実施計画は、３つの「基本目標」の達成に向けて７つの「主要施策」と２１の

「主な取組」と「運営基盤の強化」として７つの「主な取組」を体系化したものです。 

 計画の推進に当たっては、施策ごとに成果指標、取組ごとに達成指標を設定し、  

その達成に向けて必要な取組や事業を計画的に推進していきます。 

 

 

基本目標 主要施策 主な取組

①水源の安定化

②浄・給水場施設の更新・整備

③浄・給水場設備の更新・整備

④管路の更新・整備

①浄・給水場施設の耐震化の推進

②管路の耐震化の推進

①緊急時に備えた体制の充実

②給水区域内１１市等関係団体との連携強化

③浄水施設の危機管理対策の強化

①水源の監視・保全

②高度浄水処理の拡充

③水質管理レベルの維持・向上

①おいしい水づくりの技術的な取組

②安全でおいしい水キャンペーン

③お客様とのコミュニケーション

①「お客様の声」を活かした事業運営（広報・広聴の充実）

②接客マナーの向上

③新たな水道料金システムの開発と上下水道料金徴収一元化の実施

①省エネルギー化の推進及び 再生可能エネルギーの活用

②資源リサイクルの推進

③国際貢献及び他事業体への支援

①実践的な技術研修の実施

②職員の育成と能力開発

③計画的な人材確保

④民間活力の活用による事業の推進

⑤情報化の推進

⑥品質確保に留意したコスト削減

⑦健全経営の確保

（仮称）千葉県営水道事業中期経営計画の体系

　　　基本理念：いつでも、安全でおいしい水を安定して供給し、
　　　　　　　　お客様からの信頼・安心を得られる水道

１　「強靭」な水道の
　　構築

　将来発生が懸念
　される地震等に備え、
　東日本大震災等の
　教訓を踏まえた
　計画的な更新・
　耐震化と危機管理
　体制の強化を進める

(１)安定給水の確保

(２)耐震化の推進

(３)危機管理体制の充実

２　「安全」な水の
　　供給

　水源水質に対応した
　的確な浄水処理により、
　安全でおいしい
　水道水をお届けする

(４)安全な水づくり

(５)おいしい水の供給

３　お客様からの
　　「信頼」の確保

　お客様の理解のもと、
　地球環境にも配慮した
　事業を運営していく

(６)お客様サービスの推進

(７)大規模事業体としての
　　責務及び社会貢献
　　（環境・国際・地域）

運営基盤の強化
(人材・業務能率・経営)

　３つの基本目標の
　達成を支える取組
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《基本目標１》「強靭」な水道の構築 

主要施策（１）安定給水の確保 

 

〔主な取組〕 

 ① 水源の安定化 

国から暫定的に割り当てられている水源への依存を解消し、安定した自己水源

を確保するため、八ッ場ダム建設事業（平成３１年度完成予定）に引き続き参画

していきます。 

 

 ② 浄・給水場施設の更新・整備 

浄・給水場は昭和３０年以降に集中して建設されており、その多くの施設で  

老朽化が進行していることや、水源の水質悪化が進んでいることから、老朽化が

著しい浄・給水場等について、計画的に施設の更新・整備を進めていくとともに、

水源水質の変動や悪化に対し安定した浄水処理を行い、より一層の安全性の確保

するため、施設の改善を行っていきます。 

 

 ③ 浄・給水場設備の更新・整備 

浄水処理や送・配水の状況を常時監視している監視制御装置、送・配水を行う

ポンプ設備、水道水の安全性の確保に必要不可欠な塩素注入設備や停電時に設備

の運用を継続させる自家用発電設備等、浄・給水場設備について、経年劣化等の

状況を踏まえた更新及び停電に備えた整備を計画的に実施していきます。 

 

 ④ 管路の更新・整備 

老朽度や重要度等を勘案し、目標使用年数を踏まえ、引き続き小中口径管  

（管径５００ミリメートル未満の管）の更新を進めるとともに、大口径管（管経

【施策の趣旨】 

水道水を将来にわたってお客様に安定的にお届けすることが水道事業者の

最大の使命です。 

そのために、必要な水源の確保を図るとともに、老朽化の進む浄・給水場

の施設及び設備並びに管路について、適切な維持管理を行いながら、計画的

な更新・整備を進めていきます。 
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５００ミリメートル以上の管）の更新、基幹管路の整備を行っていきます。 

ア）鋳鉄管更新工事（小中口径管） 

東日本大震災による管路破損等の教訓を踏まえ、湾岸埋立地域の管路を優先

して更新するとともに、災害時の広域避難場所や医療拠点等重要施設へ給水 

する管路、強度が低下するおそれのある管路や赤濁水の発生が懸念される管路

等について更新していきます。 

イ）大口径管路更新工事 

ダクタイル鋳鉄管よりも強度が低い高級鋳鉄管を使用した大口径管について、

重要度及びバックアップの可否を評価基準とした優先順位を付けて更新を進め

ていきます。 

ウ）基幹管路の整備  

より安定的な給水を確保するため成田国際空港に供給している重要な基幹 

管路である北総～成田線について、新たに第二北総～成田線を整備していきま

す。 

 

ア）～ウ）以外に、東京外かく環状道路や下水道等の公共工事に伴い支障と  

なる既設管路の移設等を行います。また、給水区域内への適正かつ安定的な給水

を確保するため、配水管理テレメータの更新・整備を行います。 

 

主要施策（２）耐震化の推進 

 

  

【施策の趣旨】 

平成２３年３月に発生した東日本大震災では、地盤の弱い湾岸埋立地域で

発生した液状化によって管路が破損し、大規模な断水が生じました。 

この時の教訓を踏まえ、近い将来に発生が懸念される地震等に備えて、浄・

給水場施設や水道管の耐震化を更に進めます。特に湾岸埋立地域の管路や 

破損した場合に地域への影響が大きい管路の耐震化を進めます。 
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〔主な取組〕 

 ① 浄・給水場施設の耐震化の推進 

管の中の圧力を調整している調圧水槽、一時的に貯水し安定した給水を行う 

ための配水池等、浄・給水場の施設について、耐震診断及び経年劣化等の状況を

踏まえた耐震化を進めていきます。 

 

 ② 管路の耐震化の推進 

県営水道では、阪神・淡路大震災や新潟県中越地震における管路の被害状況を

踏まえ、平成１８年度から、管路の更新・整備については耐震継手管を全面的に

採用し耐震化を推進しています。 

なお、実施に当たっては、東日本大震災の際に湾岸埋立地域で液状化が発生し、

甚大な被害が生じたことを踏まえて、湾岸埋立地域の管路の耐震化を優先して 

進めていきます。 

ア）湾岸埋立地域における管路の耐震化 

湾岸埋立地域については、大口径管路から分岐している主要な管路等を中心

に耐震化を進めていきます。 

イ）鋳鉄管更新工事（小中口径管）に伴う管路の耐震化 

災害時の広域避難所や医療拠点等重要施設へ給水する管路、強度が低下する

おそれのある管路などの更新を行い、併せて耐震化を進めていきます。 

ウ）大口径管路更新工事に伴う管路の耐震化 

高級鋳鉄管を使用した大口径管路について、重要度及びバックアップの可否

を評価基準とした優先順位を付けて更新を行い、併せて耐震化を進めていき 

ます。 

エ）基幹管路の整備に伴う管路の耐震化 

成田国際空港に供給するため、新たに整備する第二北総～成田線について、

耐震管を布設します。 
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主要施策（３）危機管理体制の充実 

 

〔主な取組〕 

 ① 緊急時に備えた体制の充実 

地震及び事故の発生時等における応急活動の充実を図るため、震災対策総合 

訓練、各所属で行うテーマ型訓練や、「災害時支援協力員制度」を活用した訓練等、

より実践的な訓練を行い、職員が非常事態に確実に行動できる体制の充実を図る

とともに、備蓄倉庫や応急用資機材等の増強に取り組みます。 

 

 ② 給水区域内１１市等関係団体との連携強化 

地震等の非常時において、災害対策基本法や地域防災計画等に基づいて給水 

区域内１１市とともに、避難所や病院等の施設を中心とした飲料水の配布、住民

等に対する生活用水の供給等の応急給水活動を迅速かつ適切に行っていくため、

協議や意見交換等の場を通じて相互の役割分担等について確認を行い、連携の 

強化を図っていきます。 

また、北千葉広域水道企業団が設置する調整池を活用した水融通体制の確保を

図ります。 

 

 ③ 浄水施設の危機管理対策の強化 

近年、世界各地でテロが頻発している状況や２０２０年の東京オリンピック・

パラリンピック開催を控える中で、懸念されるテロ等違法行為による異物混入等

のリスクに備えるため、浄水施設におけるより一層の危機管理対策の強化を図り

ます。 

  

【施策の趣旨】 

県営水道では地震や事故等に強い水道施設の整備を進めているところです

が、災害、テロ等違法行為などによって発生する様々な状況にも十分対応で

きるよう危機管理体制の充実に努めていかなくてはなりません。 

そのため、実践的で速効性のある応急体制や、各浄・給水場等の危機管理

対策を更に充実・強化するとともに、給水区域内１１市や近隣の水道用水  

供給事業体との連携強化を図ります。 
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《基本目標２》「安全」な水の供給 

主要施策（４）安全な水づくり 

 

〔主な取組〕 

 ① 水源の監視・保全 

水源の水質保全のため、定期的な水質調査を実施してその状況を監視すると 

ともに、水質事故時などに関係機関との連絡が円滑にとれる体制を確保していき

ます。また、水源の水質保全を推進する各協議会等へ参加し、県庁内関係各課、

関係機関と連携して水質改善を促進していきます。 

 

 ② 高度浄水処理の拡充 

安全でおいしい水道水を供給していくため、高度浄水処理システムの導入を 

推進していきます。 

これまでに、柏井浄水場東側施設（浄水能力：日量１７万立方メートル）、福増

浄水場（同９万立方メートル）、ちば野菊の里浄水場（同６万立方メートル）の  

３施設に高度浄水処理システムを整備しています。今後は、栗山浄水場    

（同１８万６千立方メートル）の浄水機能をちば野菊の里浄水場へ全量移転する

ことに併せて、高度浄水処理を拡充する事業を進めていきます。 

また、柏井浄水場西側施設への高度浄水処理の導入については、建設予定地で

過去に埋め立てた浄水処理発生土から硫化水素が検出されたことを受け、周辺へ

の安全確保を最優先に硫化水素の除去対策を進めていきます。 

 

【施策の趣旨】 

安全な水道水をつくるには、水源である河川や湖沼などの水質状況を  

見極めて浄水処理を行う必要があります。 

お客様にいつでも安心して飲んでいただけるよう、川や湖沼などの水源の

監視を行い、併せてその保全を働きかけるとともに、自然現象や事故などに

よる異常水質への対応の幅が広がる高度浄水処理システムの導入を進めま

す。 

また、常に安全な水道水をお客様にお届けするために、水質管理レベルの

維持・向上に努めます。 
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 ③ 水質管理レベルの維持・向上 

引き続き、水道水の水質基準等を厳守するために、水源から蛇口に至る水質  

管理体制の確保及び適切な水質検査の実施により、水質管理レベルの維持・向上

を図ります。 

ア）水質管理体制の確保 

様々な化学物質等による水源水質の異常に対応する管理体制等を予め定めた

水安全計画については、毎年度見直しを行い、発生が予測されるリスクへの  

対応を強化します。 

イ）適切な水質検査の実施 

水道ＧＬＰの認定の更新や水質検査機器の計画的な更新により適正な測定 

精度を維持するとともに、水質検査計画は水質基準の改正等を踏まえ毎年度 

見直し、国が定めた検査項目だけでなく独自に設定した項目も対象とした水質

検査を着実に実施していきます。 

 
 

主要施策（５）おいしい水の供給 

 

〔主な取組〕 

 ① おいしい水づくりの技術的な取組 

お客様に安全でおいしい水をお届けするため、水源から蛇口まで一貫したおい

しい水づくりを推進します。 

【施策の趣旨】 

お客様に安全でおいしい水をお届けし、安心して利用していただけるよう、

「次期おいしい水づくり計画（現在策定中）」に基づいて、おいしい水の供給

を推進していきます。 

残留塩素濃度の低減化等のおいしい水づくりに向けた技術的な取組を実施

するとともに、お客様に水道水の安全性やおいしさを理解していただくため

の体験型イベント等のキャンペーンや、おいしい水づくり推進懇話会等で 

お客様とのコミュニケーションを通じて、より安全でおいしい水づくりに 

取り組みます。 
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ア）残留塩素濃度の低減化 

残留塩素は、水道水の安全性を確保するために必要不可欠であるものの、  

高い濃度では水道水のおいしさを損なうため、きめ細かな管理が可能な塩素 

多点注入方式を船橋給水場及び姉崎分場に導入します。 

また、残留塩素濃度低減化試験の実施により、安全を確保した上で多くの  

お客様が塩素臭を感じないレベルを目指していきます。 

更に、管網末端での塩素濃度管理を行って、給水区域内の塩素濃度の低減化

を図ります。 

イ）管路の適正な維持管理 

長い管路を使って送られる水道水の水質を適正に維持するため、管路状態の

巡回確認やバルブ等の設備の保守点検を定期的に行うとともに、計画的な管内

洗浄により赤濁水等の発生を防ぎ、安全でおいしい水を供給していきます。 

ウ）貯水槽水道の適正管理と直結給水の促進 

集合住宅やホテル、病院等に見られる貯水槽水道においては、貯水槽施設の

適正管理が重要であることから、引き続き、巡回サービス（啓発及び希望者へ

の点検等）により貯水槽設置者への指導・助言を行うとともに、貯水槽施設の

規模や使用状況に応じて直結給水化を促進し、安全でおいしい水の普及拡大に

努めていきます。 

 

 ② 安全でおいしい水キャンペーン 

お客様に、水道水を安心して利用していただくため、水道水の安全性や    

おいしさについての情報がお客様に正しく伝わり、理解していただけるよう、 

「水道出前講座」や「浄水場見学会」等の体験型イベントや、ミネラルウォータ

との飲み比べを行う「利き水体験」等のキャンペーンを展開していきます。 

 

 ③ お客様とのコミュニケーション 

「次期おいしい水づくり計画（現在策定中）」の推進に当たっては、「おいしい

水づくり推進懇話会」等を通じて、お客様の意見・要望を十分踏まえながら具体

的な施策を展開していきます。 

また、お客様が自宅で水質を検査する「水質検査体験」により、水道水の安全

性を確認していただくとともに、広範囲にわたる給水区域の水質情報収集に役立

てていきます。 
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《基本目標３》 お客様からの「信頼」の確保 

主要施策（６）お客様サービスの推進 

 

〔主な取組〕 

 ① 「お客様の声」を活かした事業運営（広報・広聴の充実） 

ア）お客様の視点に立った広報 

県営水道事業全般についてお客様の御理解、御協力をいただくためには、  

水道水の安全性やおいしさ、耐震化・危機管理対策の推進状況等を積極的かつ

効果的にＰＲする必要があります。 

そのため、広報紙「県水だより」、千葉県水道局ホームページをはじめ、新聞、

テレビ、ラジオなど各種媒体を効果的に組み合わせるとともに、各種イベント

等との連携に努め、「伝わる」広報を目指します。 

また、事業運営状況や環境保全への取組状況をまとめた報告書を作成・公表

することにより、お客様からの信頼の確保と一層の理解の促進に努めます。 

イ）広聴活動の充実 

お客様の視点に立った水道事業の運営のためには、お客様の求めていること

を的確に把握することが不可欠です。インターネットモニターによるアンケー

トや、各種イベントでのアンケートを実施することにより、お客様から直接御

意見や御要望をお伺いできる機会を積極的に設けて広聴活動の充実を図ります。 

さらに、広聴相談窓口などを通じて寄せられる様々な「お客様の声」を迅速

かつ的確に集計・分析し、速やかに関係部門にフィードバックして活用する  

【施策の趣旨】 

水道事業は、お客様から頂く水道料金によって運営されています。 

毎日の生活を支えるライフラインを担う事業者として、水道水への信頼と

安心、そして事業への御理解・御協力をいただけるよう、事業の情報をお知

らせする広報活動とお客様の声を伺う広聴活動の一層の充実を図ります。 

また、お客様の視点に立ち、接客マナーの向上や、頂いた御意見・御要望

を業務に活かすとともに、新たな水道料金システムを開発し、その中で上下

水道料金徴収一元化を可能とするなど、より便利な水道を目指してサービス

向上に努めていきます。 
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ことにより、「お客様の声」を事業運営に役立てていきます。 

 

 ② 接客マナーの向上 

親切で丁寧なお客様対応は、あらゆるサービスの基本であることから、接客  

対応マニュアルを職員全員に配付するとともに、一人ひとりが自己の接客態度を

振り返る接客マナーチェックテストや外部講師による接客サービス向上研修を 

継続的に実施します。 

また、９月、３月を接客サービス推進月間とし、接客マナーチェックテストの

結果をもとに、日頃の接客サービスについて確認、改善を図ることにより、職員

のサービス意識の向上とお客様の信頼確保に努めます。 

なお、近年業務の委託化が進んできたことから、委託会社についても接客   

サービスの向上を図ります。 

 

 ③ 新たな水道料金システムの開発と上下水道料金徴収一元化の実施 

現行の水道料金システムは、平成３年に使用を開始し、これまで改修を重ねて

きたものの機能面や処理の所要時間等に課題が生じており、更なる大幅な改修は

困難になっていることから、新たなシステムを開発します。 

なお、新システムには、上下水道料金の徴収一元化に必要な機能を付加し、  

徴収一元化協議会において千葉県水道局及び合意に達した４市（千葉市、市原市、

成田市及び鎌ケ谷市）で実務的な調整を行った上で平成３０年１月から徴収一元

化を実施します。 

 
 

主要施策（７）大規模事業体としての責務及び社会貢献（環境・国際・地域） 

 

【施策の趣旨】 

水道水をつくりお客様にお届けするためには多くの電力が必要です。また、

事業を実施するに当たっては、浄水発生土等の廃棄物が発生します。 

これまで実施してきた省エネルギー化や再生可能エネルギーの活用、  

再資源化等の取組を今後も引き続き進めていきます。 

また、蓄積した技術・知識を元に、開発途上国の水道事業体への職員派遣

による国際貢献や、県内水道事業体への支援等を通じて、大規模事業体とし

て求められる責務を果たしていきます。 



22 
  

〔主な取組〕 

 ① 省エネルギー化の推進及び再生可能エネルギーの活用 

配水量の少なくなる夜間における給水ポンプ運転停止等の水運用の効率化や、

設備更新時の省エネルギー機器導入等を引き続き実施し、省エネルギー化を推進

します。 

また、幕張給水場、妙典給水場及び北船橋給水場に導入したマイクロ水力発電

設備、ちば野菊の里浄水場に導入した太陽光発電設備を安定的に運用することで、

環境負荷の低減を図るとともに、購入電力量の削減を目指します。 

 

 ② 資源リサイクルの推進 

浄水処理工程において発生する浄水発生土については、セメント原料等として

引き続き全量を再資源化していきます。 

また、管路更新工事等において発生する建設発生土については、条件に適合  

するものは埋め戻し用土として利用するとともに、アスファルト等の舗装材及び

コンクリート塊については、舗装材として引き続き全量を再資源化していきます。 

 

 ③ 国際貢献及び他事業体への支援 

ＪＩＣＡ等の要請に応じて行う開発途上国への職員派遣や、海外研修生の受け

入れ等により、海外水道事業への技術支援を行います。 

また、千葉県水道局が行っている水道技術研修を開放し、県内水道事業体の  

技術向上を支援します。 

さらに、平成２７年９月に県が公表した「県内水道の統合・広域化の進め方  

（取組方針）」を踏まえ、九十九里地域・南房総地域の用水供給事業体と県営水道

との統合（リーディングケース）に向けた取組に引き続き参画するなど、県が  

進める県内水道の統合・広域化に向けた検討に協力していきます。 
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《運営基盤の強化（人材・業務能率・経営）》 

 

〔主な取組〕 

 ① 実践的な技術研修の実施 

中堅・若手の技術職員を中心に、これまで培われた技術や知識を活かした実践

的な研修を実施します。 

具体的には、座学を中心とした水道独自の業務ノウハウやシステム運用の研修

と、現場に直結した技術を養成するための体験型技術研修により技術の継承を 

進め、設計から施工管理までの業務に必要な知識や非常時対応等の現場対応力を

確保していきます。 

また、大規模な施設整備や浄・給水場設備の維持管理等に関する専門的な技術

や知識を有するとともに、水道施設の建設から維持管理、再構築に至るまでの  

ライフサイクルコストを最適化するための多角的視野と思考を持った技術職員の

育成に取り組みます。 

 

 ② 職員の育成と能力開発 

職員一人ひとりが自らの果たすべき役割と責任を自覚し、安全でおいしい水を

将来にわたってお客様に供給していくためには、企業職員にふさわしい人材を 

育て上げ、併せて、職務の遂行に必要な能力を開発していくことが重要です。 

そのため、職員研修においては、引き続き役職や担当業務ごとに研修を実施  

するとともに、外部機関の主催する研修等に積極的に参加するなど人材の育成と

能力開発を効果的に行っていきます。 

さらに、近年のベテラン職員の大量退職、それに伴う新規採用職員の増加を  

踏まえ、千葉県水道局に蓄積されている技術力、現場のノウハウを効果的に継承

させるため、新規採用職員等を対象とした組織的なＯＪＴを継続していきます。 

 

  

【趣旨】 

「『強靭』な水道の構築」、「『安全』な水の供給」、「お客様からの『信頼』

の確保」という３つの基本目標の達成を支えていくため、人材面・業務能率・

経営面について強化を図ります。 
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 ③ 計画的な人材確保 

安全でおいしい水を将来にわたって安定的に供給するため、責任ある事業執行

体制を確保することが必要です。民間活力の活用等も含めた事業執行のあり方に

ついての局全体での検討を踏まえ、将来にわたって適切な規模の人員・組織体制

を確保できるよう、新規採用等により事業執行に必要な職員を確保します。 

 

 ④ 民間活力の活用による事業の推進 

今後、増加する管路の更新・整備需要に対応するため、監督職員が行う工程  

管理や工事現場における立会、施工状況の確認等の業務を可能な限り民間業者に

委託することにより効率化を図っていきます。 

着実な施設更新・整備を行っていくための技術的な課題の解決を図るため、  

水道に関わりを持つ多様な団体等と共同して調査研究を推進していきます。 

 

 ⑤ 情報化の推進 

県営水道では、情報システムを幅広い分野で活用していることから、システム

の安定運用と情報資産の安全性確保が重要となっています。 

このため、情報システム等の更新を進め、適切な維持管理を実施するとともに、

コンピュータウイルスや不正行為等の脅威から、お客様の個人情報等重要情報を

保護するため情報セキュリティ対策の強化を図ります。 

 

 ⑥ 品質確保に留意したコスト削減 

健全経営を維持しながら、今後、増大する水道施設の更新と耐震化を実施して

いくため、品質確保に留意したコスト削減を進めます。 

ア）工事発注規模の大型化やライフサイクルコストの縮減 

工事について発注規模の大型化を引き続き進めるとともに、新たな契約手法

について調査・検討します。また、省エネルギー化、省力化及び長寿命化の   

効果が期待できる新しい技術や工法を積極的に活用していきます。 
併せて、再生可能エネルギーの活用によるランニングコストの縮減に取り 

組みます。 

イ）経常費用の圧縮 

物品・機器等の一括調達をはじめとする徹底した経費削減を通じて経常費用

（動力費や薬品費等を除く物件費）の圧縮に努めます。 
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 ⑦ 健全経営の確保 

今後、県営水道では給水収益の大幅な増加が望めない状況の中で、水道施設の

更新及び耐震化に多額の費用が必要となります。 

そこで、一定程度の損益黒字を確保すること、また、日常の資金繰りや災害  

発生に備えた安定的な自己資金残高を確保すること、さらには給水収益に対する

企業債残高の割合を一定限度以内に抑制することを基本として、中長期的な視点

に立った収支バランスを考えた計画的な事業運営を行ない、健全経営の確保に 

取り組みます。 

また、給水収益の減少にもつながる水道水から地下水使用への転換に対しては、

水道水の安全性や優位性についての広報及び国等に対する抜本的な対策の要望 

活動を継続していきます。 

 


